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はじめに

国土交通省では，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑な建設事業の推進に資することを目的と

して，毎年度，予算成立後に公表される「建設投

資見通し（国土交通省総合政策局情報管理部建設

調査統計課）」と平成１６年度に調査した「建設資

材・労働力需要実態調査（平成１５年度原単位）」

をもとに，建設事業に使用される主要な建設資材

の年間需要量を見通し，その結果を「主要建設資

材需要見通し」として公表している。

本稿では，平成１８年６月２０日に公表した「平成

１８年度主要建設資材需要見通し」について報告す

る。

平成１８年度の主要建設資材
需要見通し

図―１を参照。

平成１７年度および１８年度の概況

平成１７年度の主要建設資材の需要量は，同年度

の建設投資（見込み値）が対前年度比０．６％増
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（実質値）で，うち建築部門では２．８％増，土木部

門では２．２％減となったことから，セメントおよ

び生コンクリートは増加し，骨材，木材，普通鋼

鋼材およびアスファルトは減少となった。

平成１８年度の主要建設資材の需要量は，同年度

の建設投資（見通し）が対前年度比２．３％減（実

質値）で，うち建築部門では０．３％増，土木部門

では５．９％減と見通されていることから，セメン

ト，生コンクリート，骨材，木材，普通鋼鋼材お

よびアスファルトは減少する見通しである。

〈セメント，生コンクリート〉 平成１７年度にお

ける需要量は，セメントが対前年度比２．６％増の

５，９０９万 t，生コンクリートが対前年度比２．２％増

の１２，１５５万m3であった。平成１８年度について

は，セメントが対前年度比３．５％減の５，７００万 t，

生コンクリートが対前年度比２．９％減の１１，８００万

m3と見通される。

〈骨材，砕石〉 平成１７年度における需要量は，

骨材が対前年度比０．６％減の３６，６７０万m3，砕石が

対前年度比０．６％減の１６，４３４万m3となったと推計

される。平成１８年度については，骨材が対前年度

比４．０％減の３５，２００万m3，砕石が対前年度比３．３

％減の１５，９００万m3と見通される。

〈木材〉 平成１７年度における需要量は，対前年

度比２．１％減の１，３１６万m3であった。平成１８年度

については，対前年度比１．２％減の１，３００万m3と

見通される。

〈普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼〉 平成１７年度に

おける需要量は，普通鋼鋼材が対前年度比０．４％

減の２，４９７万 t，うち，形鋼が対前年度比１．７％減

の５５３万 t，小形棒鋼は対前年度比３．７％増の１，００９

万 tであった。平成１８年度については，普通鋼鋼

材が対前年度比１．５％減の２，４６０万 t，うち，形鋼

が１．４％増の５６０万 t，小形棒鋼が１．９％減の９９０万

tと見通される。

〈アスファルト〉 平成１７年度における需要量

は，対前年度比１７．８％減の２４８万 tであった。平

成１８年度については，対前年度比５．２％減の２３５万

tと見通される。

表―１ 平成１７年度需要実績値と平成１８年度需要見通し

資 材 名 称 単 位
需 要 量 伸 び 率

H１６年度実績値 H１７年度実績値 H１８年度見通し １７／１６ １８／１７

セ メ ン ト 万 t ５，７５７ ５，９０９ ５，７００ ２．６％ －３．５％

生 コ ン ク リ ー ト 万m3 １１，８９８ １２，１５５ １１，８００ ２．２％ －２．９％

骨 材 万m3 ３６，８７５ ３６，６７０ ３５，２００ －０．６％ －４．０％
砕 石 万m3 １６，５２７ １６，４３４ １５，９００ －０．６％ －３．３％

木 材 万m3 １，３４５ １，３１６ １，３００ －２．１％ －１．２％

普 通 鋼 鋼 材 万 t ２，５０７ ２，４９７ ２，４６０ －０．４％ －１．５％
形 鋼 万 t ５６２ ５５３ ５６０ －１．７％ １．４％
小 形 棒 鋼 万 t ９７３ １，００９ ９９０ ３．７％ －１．９％

ア ス フ ァ ル ト 万 t ３０１ ２４８ ２３５ －１７．８％ －５．２％

（注）１． 本見通しは，「平成１８年度建設投資見通し（国土交通省 情報管理部 建設調査統計課 平成１８年６月２日公
表）」をもとに推計したものである。

２． 各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨
材は〔供給量〕，普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは
〔建設向け等内需量〕。
３． 本見通しの有効数字は，セメントは〔１００万 t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔１００万m3〕，木材は
〔２５万m3〕，普通鋼鋼材，形鋼および小形棒鋼は〔１０万 t〕，アスファルトは〔５万 t〕。
４． 平成１７年度の需要量は，骨材，砕石については，第３四半期までは実績値，第４四半期につき推計値を使用
し（斜体），アスファルトについては，見込み値（斜体）。その他の資材については実績値。

５．１７／１６の伸び率は，千 tおよび千m3単位で計算し記載している。
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６対象建設資材

!セメント，"生コンクリート，#骨材，砕

石，$木材，%普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼およ

び&アスファルトの６資材９品目を対象としてい

る。

需要見通し推計方法

平成１８年度の主要建設資材の需要見通しは，

「平成１８年度建設投資見通し（国土交通省 情報

管理部 建設調査統計課 平成１８年６月２日公

表）」の建築（住宅，非住宅），土木（政府，民

間）等の項目ごとの平成１８年度建設投資見通し額

に，建設資材ごとの原単位（工事費１００万円当た

りの建設資材需要量）を乗じ，さらに各建設資材

の需要実績等を考慮して，平成１８年度の主要な建

設資材の国内需要の推計を行った。

建設資材の需要見通しの対象

建設資材の需要見通しの対象は，次のとおりで

ある。

! セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーから

の輸入量を加えた販売等の量を対象としている。

「内需量」＝「国内販売量」＋「輸入量」

なお，表―２および図―２の「内需量」のう

ち，平成１７年度までは実績値であり，社団法人セ

メント協会の資料の値を用いている。

" 生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場

の出荷量とその他の工場の推定出荷量とを加えた

出荷量を対象としている。

「出荷量」＝「組合員工場出荷量」

＋「その他工場推定出荷量」

なお，表―２および図―２の「出荷量」のう

表―２ 主要建設資材の

セメント
（内需量）

生コンクリート
（出荷量）

骨 材
（供給量） 砕 石

（出荷量）

千 t 前年度比（％） 千m3 前年度比（％） 千m3 前年度比（％） 千m3 前年度比（％）

５ 年 度 ７８，６１６ ▲４．３ １７２，６１５ ▲５．１ ５４０，０００ ▲３．１ ２６６，２５０ ▲５．５
６ 年 度 ７９，７４３ １．４ １７５，７７３ １．８ ５３２，５００ ▲１．４ ２５９，９３８ ▲２．４
７ 年 度 ８０，３７７ ０．８ １７５，７２３ ▲０．０ ５３０，６２５ ▲０．４ ２５８，８７５ ▲０．４
８ 年 度 ８２，４１７ ２．５ １８０，２５６ ２．６ ５３８，７５０ １．５ ２７５，１２５ ６．３
９ 年 度 ７６，５７３ ▲７．１ １６７，２９２ ▲７．２ ５１２，５００ ▲４．９ ２５３，２５０ ▲８．０
１０ 年 度 ７０，７１９ ▲７．６ １５３，３０８ ▲８．４ ４５９，３７５ ▲１０．４ ２２８，６８８ ▲９．７
１１ 年 度 ７１，５１５ １．１ １５１，１６７ ▲１．４ ４５５，６２５ ▲０．８ ２２２，４３８ ▲２．７
１２ 年 度 ７１，４３５ ▲０．１ １４９，４８３ ▲１．１ ４５８，７５０ ０．７ ２１９，１５６ ▲１．５
１３ 年 度 ６７，８１１ ▲５．１ １３９，５８８ ▲６．６ ４６６，２５０ １．６ ２０９，０８９ ▲４．６
１４ 年 度 ６３，５１４ ▲６．３ １３１，４１３ ▲５．９ ４４２，５００ ▲５．１ １９１，５０３ ▲８．４
１５ 年 度 ５９，６８７ ▲６．０ １２３，７３５ ▲５．８ ４１４，２３７ ▲６．４ １７９，２６９ ▲６．４
１６ 年 度 ５７，５６９ ▲３．５ １１８，９８２ ▲３．８ ３６８，７５０ ▲１１．０ １６５，２６５ ▲７．８
１７ 年 度 ５９，０８９ ２．６ １２１，５４９ ２．２ ３６６，６９５ ▲０．６ １６４，３４４ ▲０．６

（注）１． 各資材の需要量は四捨五入して算出しているため，各月の合計と年度計とは一致しない。
２． 前年度比欄の▲はマイナス。
３． 骨材・砕石は，平成１６年度までは実績値，平成１７年度は，第３四半期までは実績値，第４四半期につき推計
値（斜体）。

４． アスファルトは，平成１７年度は，見込み値（斜体）。
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国内需要量実績の推移 平成１８年６月２０日現在

木 材
（製材品出荷量）

普通鋼鋼材
（建設向け受注量）

アスファルト
（建設向け等内需量）形 鋼

（建設向け受注量）
小形棒鋼

（建設向け出荷量）

千m3 前年度比（％） 千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％）

２６，０２２ ▲４．８ ２６，６３３ ▲７．３ ６，８９２ ▲１４．８ １０，６１５ ▲５．３ ４，５７３ ▲４．７
２５，５９２ ▲１．７ ２７，８７６ ４．７ ７，１４１ ３．６ １１，８３７ １１．５ ４，３６１ ▲４．６
２３，８８０ ▲６．７ ２８，６６７ ２．８ ７，２２６ １．２ １１，９８８ １．３ ４，２４３ ▲２．７
２４，３９５ ２．２ ３０，６５９ ６．９ ８，１１４ １２．３ １１，８３６ ▲１．３ ４，２６６ ０．５
２１，１０３ ▲１３．５ ２８，６４２ ▲６．６ ７，３０３ ▲１０．０ １１，３７３ ▲３．９ ４，１１７ ▲３．５
１８，９２４ ▲１０．３ ２５，７１５ ▲１０．２ ６，３９９ ▲１２．４ １０，５５４ ▲７．２ ３，７７７ ▲８．３
１８，３９６ ▲２．８ ２６，８６３ ４．５ ６，７０４ ４．８ １０，７２６ １．６ ３，８２３ １．２
１７，２８２ ▲６．１ ２８，０２４ ４．３ ６，８９６ ２．９ １１，００１ ２．６ ３，８０４ ▲０．５
１５，１９６ ▲１２．１ ２６，００４ ▲７．２ ６，０１１ ▲１２．８ １０，６９５ ▲２．８ ３，５８０ ▲５．９
１４，２７０ ▲６．１ ２５，８２８ ▲０．７ ５，６１５ ▲６．６ １０，７００ ０．０ ３，３６６ ▲６．０
１４，０４２ ▲１．６ ２５，１７７ ▲２．５ ５，７０４ １．６ ９，８２７ ▲８．２ ３，２２９ ▲４．１
１３，４４６ ▲４．２ ２５，０６６ ▲０．４ ５，６２３ ▲１．４ ９，７２５ ▲１．０ ３，０１４ ▲６．７
１３，１６１ ▲２．１ ２４，９６５ ▲０．４ ５，５２５ ▲１．７ １０，０８９ ３．７ ２，４７８ ▲１７．８

〈出典〉 ・セメント…（社）セメント協会 資料
・木材…農林水産省 資料（製材統計）
・アスファルト…石油連盟 資料（石油アスファルト統計月報）
・生コンクリート…全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会 資料
・普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼…（社）日本鉄鋼連盟 資料

（注） グラフの見方・実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸，点線（セメント，小

形棒鋼，形鋼，アスファルト）については右軸を参照。

・生コンクリートの平成３年度以前のデータについては，集計方法が異なるため，未掲載。

・平成１７年度の需要量は骨材，砕石については，第３四半期までは実績値，第４四半期につき推計

値，アスファルトについては，見込み値，その他の資材については実績値。

・平成１８年度の需要量は見通しの値。

《資料出所》 ○セメント…（社）セメント協会 資料 ○普通鋼鋼材…（社）日本鉄鋼連盟 資料

○生コンクリート…全国生コンクリート工業組合・協同組合連合会 資料 ○形鋼…（社）日本鉄鋼連盟 資料

○骨材…経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 資料 ○小形棒鋼…（社）日本鉄鋼連盟 資料

○砕石…経済産業省 資料（砕石統計年報） ○アスファルト…石油連盟 資料

○木材…農林水産省 資料（製材統計）

図―２ 主要建設資材需要量の年度推移
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７

ち，平成１７年度までは実績値であり，全国生コン

クリート工業組合連合会の資料の値を用いてい

る。

! 骨 材

国内における供給量を対象としており，輸入骨

材も含んでいる。

なお，表―２および図―２の「供給量」のう

ち，平成１６年度までは実績値，平成１７年度は，第

３四半期までは実績値，第４四半期は推計値であ

り，経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課の

資料の値を参考としている。

" 砕 石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表―２および図―２の「出荷量」のう

ち，平成１６年度までは実績値，平成１７年度は，第

３四半期までは実績値，第４四半期は推計値であ

り，経済産業省「砕石統計年報」の値を参考とし

ている。

# 木 材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としてお

り，建設向け以外の量を含んでいる。また，製材

用素材として外材を含んでいる。

なお，表―２および図―２の「製材品出荷量」

のうち，平成１７年度までは実績値であり，農林水

産省「製材統計」の値を用いている。

$ 普通鋼鋼材および形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象とし

ている。

なお，表―２および図―２の「建設向け受注

量」のうち，平成１７年度までは実績値であり，社

団法人日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総

量から国内建設向け受注量を推計したもの）を用

いている。

% 小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建

設向け出荷量を対象としている。ただし，海外メ

ーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，表―２および図―２の「建設向け出荷

量」のうち，平成１７年度までは実績値であり，経

済産業省「鉄鋼統計月報」の値を用いている。

& アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファル

ト内需量のうち，燃焼用および工業用を除いた国

内建設向け等内需量を対象としている。

「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」

＋「建設向け輸入量」

なお，表―２および図―２の「建設向け等内需

量」のうち，平成１６年度までは実績値であり，平

成１７年度は見込み値であり，石油連盟「石油アス

ファルト統計月報」の値を用いている。

おわりに

当室では，毎年行っている「主要建設資材需要

見通し」以外に「主要建設資材月別需要予測」や

「主要建設資材需給・価格動向調査」を毎月公表

し，建設資材の需給に関しての情報提供を行って

いる。

現在，建設資材の需給については，原油価格の

高騰による影響など昨年度に引き続き注視してい

るところである。

関係各位におかれては建設資材が円滑に調達で

きるよう，引き続きご理解とご協力をお願いする

とともに，労働資材対策室では，今後も情報の提

供と見通し等の精度向上に努めてまいりたい。

なお，本件は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）で公表しているので参照された

い（http : //www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou

/index.html）。

４２ 建設マネジメント技術 2006年 8月号


